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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　撮像装置であって、
　撮像素子と、
　前記撮像素子に対して結像及び集光を行うレンズと、
　前記撮像素子と前記レンズとの距離である像面側距離を変位させることにより、当該撮
像装置の被写体側の合焦位置を変位させる変位制御部と、
　撮像シーンに基づいて露光時間を決定する露光時間決定部と、
　前記露光時間の長さの露光期間の間に、前記合焦位置が、予め定められた合焦範囲の一
方端から他方端へ移動するように、前記露光期間を含むフレーム期間における、前記変位
制御部による前記像面側距離の変位パターンを決定する変位パターン決定部とを備え、
　前記変位パターン決定部は、
　前記フレーム期間に含まれる加速期間の間、前記像面側距離の変位速度が速度ゼロから
増加し、
　前記フレーム期間に含まれる、前記加速期間の後の等速期間の間、前記像面側距離が等
速で変位し、
　前記フレーム期間に含まれる前記等速期間の後の減速期間の間、前記像面側距離の変位
速度が速度ゼロまで減少するように、
　前記変位パターンを決定し、
　前記加速期間及び前記減速期間の各々の長さは、前記フレーム期間の長さの１／１０以
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上である
　撮像装置。
【請求項２】
　前記加速期間及び前記減速期間の各々の長さは、前記フレーム期間の長さの１／４以下
である
　請求項１記載の撮像装置。
【請求項３】
　前記変位パターン決定部は、
　前記加速期間の間、前記像面側距離の変位速度が一定の加速度で増加し、
　前記減速期間の間、前記像面側距離の変位速度が一定の減速度で減少するように、
　前記変位パターンを決定する
　請求項１又は２記載の撮像装置。
【請求項４】
　前記フレーム期間は、前記露光期間と、前記露光期間より前の第１非露光期間と、前記
露光期間より後の第２非露光期間とを含み、
　前記加速期間の少なくとも一部は、前記第１非露光期間に含まれ、
　前記減速期間の少なくとも一部は、前記第２非露光期間に含まれる
　請求項１～３のいずれか１項に記載の撮像装置。
【請求項５】
　前記変位制御部は、前記レンズの位置を移動させることにより前記像面側距離を変位さ
せる
　請求項１～４のいずれか１項に記載の撮像装置。
【請求項６】
　前記変位制御部は、前記撮像素子の位置を移動させることにより前記像面側距離を変位
させる
　請求項１～４のいずれか１項に記載の撮像装置。
【請求項７】
　前記撮像装置は、さらに、
　復元用ＰＳＦ（Ｐｏｉｎｔ　Ｓｐｒｅａｄ　Ｆｕｎｃｔｉｏｎ）を予め記憶しておくＰ
ＳＦ記憶部と、
　前記撮像素子により生成された撮像データに対して、前記復元用ＰＳＦを用いて画像復
元処理を行う画像復元処理部と、
　前記画像復元処理部にて復元された復元画像を記録する撮像データ記録部とを備える
　請求項１～６のいずれか１項に記載の撮像装置。
【請求項８】
　撮像素子と、前記撮像素子に対して結像及び集光を行うレンズとを備える撮像装置の制
御方法であって、
　前記撮像素子と前記レンズとの距離である像面側距離を変位させることにより、当該撮
像装置の被写体側の合焦位置を変化させる変位制御ステップと、
　撮像シーンに基づいて露光時間を決定する露光時間決定ステップと、
　前記露光時間の長さの露光期間の間に、前記合焦位置が、予め定められた合焦範囲の一
方端から他方端へ移動するように、前記露光期間を含むフレーム期間における、前記変位
制御ステップにおける前記像面側距離の変位パターンを決定する変位パターン決定ステッ
プとを含み、
　変位パターン決定ステップでは、
　前記フレーム期間に含まれる加速期間の間、前記像面側距離の変位速度を速度ゼロから
増加し、
　前記フレーム期間に含まれる、前記加速期間の後の等速期間の間、前記像面側距離を等
速で変位し、
　前記フレーム期間に含まれる前記等速期間の後の減速期間の間、前記像面側距離の変位
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速度を速度ゼロまで減少するように、
　前記像面側距離の変位パターンを決定し、
　前記加速期間及び前記減速期間の各々は、前記フレーム期間の１／１０以上の期間であ
る
　撮像装置の制御方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、撮像装置及びその制御方法に関し、特に、露光期間において合焦位置を変化
させる撮像装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般的に被写界深度拡張（以下、ＥＤＯＦと称する）を実現する方式としては、主に以
下の３つの方式が挙げられる。１つ目の方式は、位相板と呼ばれる光学素子を光学系に挿
入することで深度方向のボケを均一化する。そして、当該方式は、得られた画像に対して
、予め測定されたボケパターン、又はシミュレーションにより算出されたボケパターンを
用いて画像復元処理を行う。これにより、当該方式は、ＥＤＯＦ画像を生成する。この方
式は、Ｗａｖｅｆｒｏｎｔ　Ｃｏｄｉｎｇ（以下、ＷＦＣと称する）と称されている（非
特許文献１参照）。
【０００３】
　２つ目の方式は、絞り形状を工夫することで画像の部分領域ごとに高精度な距離測定を
行う。そして、当該方式は、各部分領域に対して、予め測定しておいたそれぞれの距離に
応じたボケパターンを用いて画像復元処理を行う。これにより、当該方式は、ＥＤＯＦ画
像を生成する。この方式は、Ｃｏｄｅｄ　Ａｐｅｒｔｕｒｅ（以下、ＣＡと称する）と称
されている（非特許文献２参照）。
【０００４】
　３つ目の方式は、露光時間中にフォーカスレンズ又は撮像素子を動かすことで、深度方
向に一律に合焦した画像を畳み込む（つまり各深度でボケを均一化することと同義）。そ
して、当該方式は、得られた画像に対して、予め測定されたボケパターン、又はシミュレ
ーションにより算出されたボケパターンを用いて画像復元処理を行う。これにより、当該
方式は、ＥＤＯＦ画像を生成する。この方式は、Ｆｌｅｘｉｂｌｅ　ＤＯＦ（以下、Ｆ－
ＤＯＦと称する）と称されている（非特許文献３）。
【０００５】
　上記の他にも、レンズの軸上色収差を利用して深度推定又は画像のシャープネス検知を
行うとともに、画像処理により全体が鮮鋭な画像を生成する方式（非特許文献４）、及び
、多重焦点レンズを使って深度方向のボケを均一化し、予め測定したボケパターン、又は
シミュレーションにより算出されたボケパターンを用いて画像復元処理を行う方式（非特
許文献５）などもある。しかし、これらの方式は原理上、上記３つの方式と比べてＥＤＯ
Ｆ効果が小さいという欠点がある。
【０００６】
　さらに、Ｆｏｃａｌ　Ｓｔａｃｋと呼ばれる方式も古くから存在する。この方式は、合
焦位置（フォーカス位置）の異なる複数枚の画像を撮影し、合焦していると思われる領域
をそれぞれの画像から抽出する。そして、当該方式は、抽出した画像を合成することで、
ＥＤＯＦ画像を生成する。この方式の場合、多くの撮像枚数を必要とするため、撮像に比
較的時間を要するという問題と、メモリ量を多く消費してしまうという問題とがある。
【０００７】
　前述における３方式のうち１つ目のＷＦＣでは、様々な位相板の種類が提案されている
。その中でも、最もＥＤＯＦ効果の得られるものとして、Ｃｕｂｉｃ　Ｐｈａｓｅ　Ｍａ
ｓｋ（以下、ＣＰＭと称する）、及びＦｒｅｅ－Ｆｏｒｍ　Ｐｈａｓｅ　Ｍａｓｋ（以下
、ＦＰＭと称する）がある。復元後の画質（アーティファクトの少なさ）の観点からＦＰ
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Ｍが有力とされている（非特許文献６）。しかしながら、ＷＦＣ共通の欠点として、位相
板を挿入することで、レンズの光軸外の特性が悪化するという性質がある（非特許文献７
）。具体的には、正面からの入射光と比べ、正面以外からの入射光に対して、同じだけの
ボケ均一効果が得られない。これにより、画像復元時に軸上のボケパターンで復元処理を
行うと、復元後の光軸外の画質が劣化してしまう。
【０００８】
　前述における３方式のうち２つ目のＣＡは、変わった絞り形状を用いることで距離測定
精度を高める。この方式そのものがもつこのような特性により、撮影された画像及び復元
処理後に得られる画像の特定周波数成分が失われてしまう。つまり、この方式は、画質劣
化してしまうという欠点がある。また、この方式は、一般的に絞り形状に関わらず通常の
撮影方法よりも光量が減るため、暗い場所での撮影に向かない。
【０００９】
　前述における３方式のうち３つ目のＦ－ＤＯＦは、この中で最も良好な画質が得られる
方式であり、ＥＤＯＦ効果も高い。また、軸外特性もレンズ特性そのものに依存するため
、性能を高めやすい。ただし光学的な条件として、露光中に合焦位置を動かしても、同一
被写体が同一の画像位置上に畳み込まれる必要があることから、像側テレセントリックレ
ンズを用いる必要がある。
【００１０】
　上記ＥＤＯＦ技術の応用先として、最も古い歴史があるのは顕微鏡用途である。本用途
の場合、静物体をじっくり撮影することができることから、Ｆｏｃａｌ　Ｓｔａｃｋ方式
が古くから採用されてきた。ただしこの方式の場合、前述のとおり手間と時間とを要する
ことから、Ｆ－ＤＯＦ方式のアイデアも合わせて、いくつかの文献に開示されてきている
（特許文献１～４）。Ｆ－ＤＯＦを顕微鏡用途で用いる方法として、露光中に被写体であ
る試料側を動かす場合と、レンズ鏡筒を動かす場合とが開示されている。なお露光後の画
像復元処理を前提とする場合、像のボケが常に均一になるように動かし方を制御すれば、
単一のボケパターンを使った画像復元処理方法が適用できるため合理的であることが知ら
れている（特許文献５）。そのためには、動かす対象が撮像素子の場合、これを等速度で
動かす必要がある。またフォーカスレンズを動かす場合も、撮像面が等速度で動くのに相
当するフォーカス変位を行う必要がある（非特許文献３）。動かすパターンとしては、奥
側合焦端位置から手前側合焦端位置まで、又はその逆でもよいことが知られている。
【００１１】
　ＥＤＯＦ技術のその他の応用先として、近年、携帯電話などに搭載されるカメラが挙げ
られる。ＥＤＯＦ技術を当該カメラに用いることで、当該カメラの小型化を実現できる。
すなわちＥＤＯＦ効果により、オートフォーカス機構を持つことなく、全焦点画像（全て
の被写体に焦点が合っている画像）を得ることができるからである。
【００１２】
　本応用先の観点からは、上記方式のうちＦ－ＤＯＦそのものはフォーカスレンズ又は撮
像素子を動かす機構が必要になるので採用されておらず、ＷＦＣ又は軸上色収差を使った
方式などが採用されている。
【００１３】
　さらにもう１つの応用先としては、通常のデジタルスチルカメラ、及びデジタルビデオ
カメラが考えられる。これらデジタルスチルカメラ及びデジタルビデオカメラの近年のト
レンドとして、より簡単にかつ失敗の少ない撮影が求められている。ＥＤＯＦ技術は全焦
点画像、すなわち合焦ミスからの開放という効果が期待できる。本応用先の観点からは、
高画質であること、ＥＤＯＦ効果の大きさ、合焦範囲の任意変更が可能なこと、通常のオ
ートフォーカス機構を応用することで実現可能なこと（特別な光学系を用意しなくてすむ
こと）、及びＥＤＯＦ撮影と通常撮影との切り替えが容易なこと、などから、上記方式の
うち最も優れているのはＦ－ＤＯＦである。
【００１４】
　Ｆ－ＤＯＦを実現するのに必要な構成を、図１及び図２を用いて説明する。図１は露光
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期間中にフォーカスレンズを変位させる場合の撮像装置５００の構成を示している。図１
に示す撮像装置５００は、撮像素子１と、レンズ２と、シャッター３と、フォーカスレン
ズ変位制御部４と、シャッター開閉指示部５と、レリーズ受付部６と、フォーカスレンズ
初期位置検出部７と、露光時間決定部８と、フォーカスレンズ位置初期化部１８と、同期
管理部１０と、画像復元処理部１１と、ＰＳＦ記憶部１２と、撮像データ記録部１３とを
備える。また、レンズ２は、フォーカスレンズ２０とその他のレンズ群により構成される
。
【００１５】
　レリーズ受付部６がユーザから露光開始指示を受け付けると、フォーカスレンズ初期位
置検出部７は、フォーカスレンズ２０のそのときの位置（初期位置）を検出する。検出後
、フォーカスレンズ位置初期化部１８は、フォーカスレンズ２０の位置を所定の端位置、
例えば最近端又は最遠端へ変位させる。ここで所定の合焦範囲のうち撮像装置５００を基
準に最も撮像装置５００に近い距離を最近端とし、最も撮像装置５００より遠い距離を最
遠端とする。
【００１６】
　フォーカスレンズ２０の初期化作業と同時に、露光時間決定部８は、シャッター速度及
び絞り値などの撮影パラメータを決定する。上記の作業終了後すみやかに、同期管理部１
０は、露光開始の指示をフォーカスレンズ変位制御部４とシャッター開閉指示部５とへ出
す。同時にフォーカスレンズ変位制御部４へは、同期管理部１０は、フォーカスレンズ位
置初期化部１８で初期化されたフォーカスレンズ２０の端位置に基づき、端位置が最近端
であれば最近端から最遠端へ、端位置が最遠端であれば最遠端から最近端へ、露光期間内
にフォーカスレンズ２０を変位させるよう指示を出す。
【００１７】
　図３は、露光前のフォーカスレンズ２０の位置の初期化と露光中の撮像素子面における
焦点位置（像面側距離）の変位との様子を示す図である。なおその変位速度は、撮像素子
面で等速に合焦位置が変位するよう、フォーカスレンズ２０に対して変位制御指示が出さ
れるものとする。図４に示すように、被写体、レンズ、撮像素子それぞれの間の距離をｕ
、ｖ、焦点距離をｆとすると、一般的にレンズの公式より、下記（式１）の関係が成り立
つ。
【００１８】
【数１】

【００１９】
　また、レンズが複数枚存在するときは、レンズ主点位置で考慮する。一例として、ｆが
１８［ｍｍ］のときのｕとｖとの関係を図５に示す。フォーカスレンズ２０が変位するこ
とで、レンズ主点と撮像素子間の距離である像面側距離ｖが変位する。ここで、撮像素子
面で等速に合焦位置が変位するよう、フォーカスレンズ２０に対して変位制御指示すると
は、この像面側距離ｖの変化速度が一定であることを意味する。なお、図５に示すように
、像面側距離ｖが等速度で変位しても、被写体側の焦点面とレンズ主点との間の距離であ
る被写体距離ｕが等速度で変位するわけではない。また図３の縦軸は像面側距離ｖである
。つまり、露光時間と被写体距離ｕとの関係は、露光時間と像面側距離ｖとの関係に対し
て、大小が逆の関係になることに注意が必要である。すなわち、被写体距離側での最近端
及び最遠端は、像面側に対して大小が入れ替わることになる。
【００２０】
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　図２は露光時間中撮像素子を変位させる場合の撮像装置５０１の構成を示す図である。
図２に示す撮像装置５０１は、撮像素子１と、シャッター３と、シャッター開閉指示部５
と、レリーズ受付部６と、露光時間決定部８と、画像復元処理部１１と、ＰＳＦ記憶部１
２と、撮像データ記録部１３と、撮像素子初期位置検出部１４と、同期管理部１６と、撮
像素子変位制御部１７と、撮像素子位置初期化部１９とを備える。なお、図１と同様の要
素には同一の符号を付しており、重複する説明は省略する。
【００２１】
　レリーズ受付部６がユーザから露光開始指示を受け付けると、撮像素子初期位置検出部
１４は、撮像素子１のそのときの位置（初期位置）を検出する。検出後、撮像素子位置初
期化部１９は、撮像素子１の位置を所定の端位置、例えば最近端又は最遠端へ変位させる
。　撮像素子１の初期化作業と同時に、露光時間決定部８は、シャッター速度及び絞り値
などの撮影パラメータを決定する。上記の作業終了後すみやかに、同期管理部１６は、露
光開始の指示を、撮像素子変位制御部１７及びシャッター開閉指示部５へ出す。同時に撮
像素子変位制御部１７へは、同期管理部１６は、撮像素子位置初期化部１９で初期化され
た撮像素子１の端位置に基づき、端位置が最近端であれば最近端から最遠端へ、端位置が
最遠端であれば最遠端から最近端へ、露光時間内に撮像素子１を変位させるよう指示を出
す。なお撮像素子１の変位速度は等速とする。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００２２】
【特許文献１】西独国特許第２３０１８００号明細書（ドイツ特許：出願１９７３／１／
１５）
【特許文献２】特公平５－２７０８４号公報
【特許文献３】特許第３１９１９２８号公報
【特許文献４】米国特許出願公開第２００８／００１３９４１号明細書
【特許文献５】特許第３０８４１３０号公報
【非特許文献】
【００２３】
【非特許文献１】Ｅ．Ｒ．Ｄｏｗｓｋｉ　ａｎｄ　Ｗ．Ｔ．Ｃａｔｈｅｙ，“Ｅｘｔｅｎ
ｄｅｄ　ｄｅｐｔｈ　ｏｆ　ｆｉｅｌｄ　ｔｈｒｏｕｇｈ　ｗａｖｅ－ｆｒｏｎｔ　ｃｏ
ｄｉｎｇ”，Ａｐｐｌｉｅｄ　Ｏｐｔｉｃｓ，Ｖｏｌ．３４，Ｎｏ．１１，Ｐ．１８５９
－１８６６（１９９５）
【非特許文献２】Ａ．Ｌｅｖｉｎ，Ｒ．Ｆｅｒｇｕｓ，Ｆ．Ｄｕｒａｎｄ　ａｎｄ　Ｗ．
Ｔ．Ｆｒｅｅｍａｎ，“Ｉｍａｇｅ　ａｎｄ　Ｄｅｐｔｈ　ｆｒｏｍ　ａ　Ｃｏｎｖｅｎ
ｔｉｏｎａｌ　Ｃａｍｅｒａ　ｗｉｔｈ　ａ　Ｃｏｄｅｄ　Ａｐｅｒｔｕｒｅ”，ＡＣＭ
　Ｔｒａｎｓａｃｔｉｏｎｓ　ｏｎ　Ｇｒａｐｈｉｃｓ，Ｖｏｌ．２６，Ｎｏ．３，Ａｒ
ｔｉｃｌｅ　７０，７０－１　－　７０－９（２００７）
【非特許文献３】Ｈ．Ｎａｇａｈａｒａ，Ｓ．Ｋｕｔｈｉｒｕｍｍａｌ，Ｃ．Ｚｈｏｕ　
ａｎｄ　Ｓ．Ｎａｙａｒ，“Ｆｌｅｘｉｂｌｅ　Ｄｅｐｔｈ　ｏｆ　Ｆｉｅｌｄ　Ｐｈｏ
ｔｏｇｒａｐｈｙ”，Ｅｕｒｏｐｅａｎ　Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅ　ｏｎ　Ｃｏｍｐｕｔｅ
ｒ　Ｖｉｓｉｏｎ　（ＥＣＣＶ），Ｏｃｔ．１６ｔｈ，Ｍｏｒｎｉｎｇ　Ｓｅｓｓｉｏｎ
２：Ｃｏｍｐｕｔａｔｉｏｎａｌ　Ｐｈｏｔｏｇｒａｐｈｙ（２００８）
【非特許文献４】Ｃ．Ｔｉｓｓｅ，Ｈ．Ｐ．Ｎｇｕｙｅｎ，Ｒ．Ｔｅｓｉｅｒｅｓ，Ｍ．
Ｐｙａｎｅｔ　ａｎｄ　Ｆ．Ｇｕｉｃｈａｒｄ，“Ｅｘｔｅｎｄｅｄ　Ｄｅｐｔｈ－ｏｆ
－ｆｉｅｌｄ（ＥＤＯＦ）　ｕｓｉｎｇ　ｓｈａｒｐｎｅｓｓ　ｔｒａｎｓｐｏｒｔ　ａ
ｃｒｏｓｓ　ｃｏｌｏｕｒ　ｃｈａｎｎｅｌｓ”，Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｉ
ｎｇ＋Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎｓ，Ｐａｒｔ　ｏｆ　ＳＰＩＥ　Ｏｐｔｉｃｓ＋Ｐｈｏｔ
ｏｎｉｃｓ，Ｓｅｓｓｉｏｎ１－－Ｉｍａｇｉｎｇ　ｉｎ　ｔｈｅ　Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｄ
ｅｓｉｇｎ　Ｐｒｏｃｅｓｓ：Ｄｅｐｔｈ　ｏｆ　Ｆｉｅｌｄ（２００８）
【非特許文献５】Ｗ．Ｃｈｉ　ａｎｄ　Ｎ．Ｇｅｏｒｇｅ，“Ｃｏｍｐｕｔａｔｉｏｎａ
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ｌ　ｉｍａｇｉｎｇ　ｗｉｔｈ　ｔｈｅ　ｌｏｇａｒｉｔｈｍｉｃ　ａｓｐｈｅｒｅ：　
ｔｈｅｏｒｙ”，Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｓｏｃｉｅｔｙ　ｏｆ　Ａｍｅｒｉｃａ，Ｖｏｌ．２
０，Ｎｏ．１２，Ｄｅｃｅｍｂｅｒ（２００３）
【非特許文献６】Ｙ．Ｔａｋａｈａｓｈｉ　ａｎｄ　Ｓ．Ｋｏｍａｔｓｕ，“Ｏｐｔｉｍ
ｉｚｅｄ　ｆｒｅｅ－ｆｏｒｍ　ｐｈａｓｅ　ｍａｓｋ　ｆｏｒ　ｅｘｔｅｎｓｉｏｎ　
ｏｆ　ｄｅｐｔｈ　ｏｆ　ｆｉｅｌｄ　ｉｎ　ｗａｖｅｆｒｏｎｔ－ｃｏｄｅｄ　ｉｍａ
ｇｉｎｇ”，Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｓｏｃｉｅｔｙ　ｏｆ　Ａｍｅｒｉｃａ，Ｏｐｔｉｃｓ　
Ｌｅｔｔｅｒｓ，Ｖｏｌ．３３，Ｎｏ．１３，Ｊｕｌｙ　１，（２００８）
【非特許文献７】高橋康久，尾花亮，小松進一，「ウェイブフロント・コーディング用最
適化位相板―軸外の被写界深度拡張効果―」，Ｏｐｔｉｃｓ　＆　Ｐｈｏｔｏｎｉｃｓ　
Ｊａｐａｎ　２００７（日本光学会年次学術講演会），予稿集，Ｐ．４６４－４６５（２
７ｐＣ２），（２００７）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００２４】
　このように、デジタルスチルカメラ及びデジタルビデオカメラ用途としては、様々なＥ
ＤＯＦ方式がある中でＦ－ＤＯＦ方式が有力である。また、動画撮影の際は、１コマ１コ
マの間にタイムラグが発生することなく連続撮影することが求められる。よって、動画撮
影中は図６に示すように往復変位を実施するとともに、往路と復路とをそれぞれ１ビデオ
フレームずつ交互に割り振ることで、ＥＤＯＦ動画撮影が可能であることが知られている
。
【００２５】
　しかしながら、図６のような撮像素子の変位パターン又はフォーカスレンズの変位パタ
ーンは、最近端部及び最遠端部での鋭角的な折り返しを含んでいるので、実現可能性が低
い。このような鋭角的な折り返しを実現するためには、撮像素子又はフォーカスレンズの
駆動部に対して、瞬間的に大きなトルクを発生させる必要がある。機器の小型化及び省電
力化の観点から、このような大きなトルクを発生させる変位制御は、持ち運び可能なデジ
タルスチルカメラ及びデジタルビデオカメラにおいて、現実的とはいえない。また駆動部
の消耗も激しくなり、品質面からも許容されないことが多い。
【００２６】
　さらに図３及び図６の変位で得られる画像の鮮鋭度について議論する。図７は通常撮影
時の被写界深度、すなわち合焦範囲を模式的に示したものであり、スルーフォーカス特性
と呼ばれる。縦軸が鮮鋭度（画像のシャープさ）を表しており、一般的にはＭＴＦ（Ｍｏ
ｄｕｌａｔｉｏｎ　Ｔｒａｎｓｆｅｒ　Ｆｕｎｃｔｉｏｎ）などで表現されることが多い
。横軸は像面側距離である。また、横軸を、図５に示した関係に基づき大小反転しスケー
リングしなおすと被写体距離になる。露光中の変位を伴わない通常撮影の場合、一般的に
ある被写体距離に焦点を合わせていると、その部分が最も鮮鋭となり、前後の被写体距離
にあるものは、その合焦位置から離れていくにつれて、鮮鋭さが失われる。
【００２７】
　図８は、図３のように露光中等速度で変位を行った場合のスルーフォーカス特性を模式
的に示したものである。点線は、図７の模式図で表現した通常撮影時のスルーフォーカス
特性をそれぞれ最遠端から最近端へ変位させた様子を表している。また、実線は、変位の
結果得られるスルーフォーカス特性を示している。この実線のスルーフォーカス特性は、
点線の積分によって得られることが、例えば非特許文献３などに示されている。この模式
図によると、像面側距離を最遠端から最近端へ変位させた場合、その端部において、中心
部よりもその鮮鋭度がやや劣ることがわかる。これは、以下の理由により起こる現象であ
る。中心部においてはその場所で合焦する点線と、その前後で合焦する点線との和が得ら
れる。これに対して、端部においては変位が打ち切られることにより、その場所で合焦す
る点線と、片側の前又は後で合焦する点線との和しか得られない。このため図６に示す従
来の変位方法では、最遠端及び最近端で復元される被写体位置の画質が、その中心部で復
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元される画質と比較して、劣化してしまうという問題も内包している。
【００２８】
　本発明は、上記従来の課題を解決するもので、Ｆ－ＤＯＦにおいて、最遠端及び最近端
における復元画質の劣化を抑制できる撮像装置及びその制御方法を提供することを目的と
する。
【課題を解決するための手段】
【００２９】
　上記の課題を解決するために、本発明の一形態に係る撮像装置は、撮像装置であって、
撮像素子と、前記撮像素子に対して結像及び集光を行うレンズと、前記撮像素子と前記レ
ンズとの距離である像面側距離を変位させることにより、当該撮像装置の被写体側の合焦
位置を変位させる変位制御部と、撮像シーンに基づいて露光時間を決定する露光時間決定
部と、前記露光時間の長さの露光期間の間に、前記合焦位置が、予め定められた合焦範囲
の一方端から他方端へ移動するように、前記露光期間を含むフレーム期間における、前記
変位制御部による前記像面側距離の変位パターンを決定する変位パターン決定部とを備え
、前記変位パターン決定部は、前記フレーム期間に含まれる加速期間の間、前記像面側距
離の変位速度が速度ゼロから増加し、前記フレーム期間に含まれる、前記加速期間の後の
等速期間の間、前記像面側距離が等速で変位し、前記フレーム期間に含まれる前記等速期
間の後の減速期間の間、前記像面側距離の変位速度が速度ゼロまで減少するように、前記
変位パターンを決定し、前記加速期間及び前記減速期間の各々の長さは、前記フレーム期
間の長さの１／１０以上である。
【００３０】
　この構成によれば、本発明の一形態に係る撮像装置は、Ｆ－ＤＯＦ方式において、ある
フレーム期間の露光期間とその次のフレーム期間の露光期間との間、鋭角的に像面側距離
を変位する必要がない。さらに、本発明の一形態に係る撮像装置は、合焦範囲の最遠端及
び最近端（一方端及び他方端）での画像鮮鋭度を、中間領域の鮮鋭度に近づけることがで
きる。このように、本発明の一形態に係る撮像装置は、Ｆ－ＤＯＦにおいて、最遠端及び
最近端での復元画質の劣化を抑制できる。これにより、本発明の一形態に係る撮像装置は
、合焦範囲内の画像の鮮鋭さを均一化することができるため、高画質なＥＤＯＦ画像を生
成できる。
【００３１】
　また、前記加速期間及び前記減速期間の各々の長さは、前記フレーム期間の長さの１／
４以下であってもよい。
【００３２】
　この構成によれば、本発明の一形態に係る撮像装置は、中心部での復元画質の低下を抑
制できる。
【００３３】
　また、前記変位パターン決定部は、前記加速期間の間、前記像面側距離の変位速度が一
定の加速度で増加し、前記減速期間の間、前記像面側距離の変位速度が一定の減速度で減
少するように、前記変位パターンを決定してもよい。
【００３４】
　この構成によれば、本発明の一形態に係る撮像装置は、変位パターンに従った、合正位
置を変位させる機構を容易に実現できる。
【００３５】
　また、前記フレーム期間は、前記露光期間と、前記露光期間より前の第１非露光期間と
、前記露光期間より後の第２非露光期間とを含み、前記加速期間の少なくとも一部は、前
記第１非露光期間に含まれ、前記減速期間の少なくとも一部は、前記第２非露光期間に含
まれてもよい。
【００３６】
　この構成によれば、本発明の一形態に係る撮像装置は、合焦範囲内において、等しいＥ
ＤＯＦ復元処理画質を得ることができる。
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【００３７】
　また、前記変位制御部は、前記レンズの位置を移動させることにより前記像面側距離を
変位させてもよい。
【００３８】
　この構成によれば、本発明の一形態に係る撮像装置では、Ｆ－ＤＯＦ方式においても、
あるフレーム期間の露光期間とその次のフレーム期間の露光期間との間、鋭角的にフォー
カスレンズを変位する必要がない。
【００３９】
　また、前記変位制御部は、前記撮像素子の位置を移動させることにより前記像面側距離
を変位させてもよい。
【００４０】
　この構成によれば、本発明の一形態に係る撮像装置では、撮像素子を変位させることで
、合焦位置を変位できる。
【００４１】
　また、前記撮像装置は、さらに、復元用ＰＳＦ（Ｐｏｉｎｔ　Ｓｐｒｅａｄ　Ｆｕｎｃ
ｔｉｏｎ）を予め記憶しておくＰＳＦ記憶部と、前記撮像素子により生成された撮像デー
タに対して、前記復元用ＰＳＦを用いて画像復元処理を行う画像復元処理部と、前記画像
復元処理部にて復元された復元画像を記録する撮像データ記録部とを備えてもよい。
【００４２】
　なお、本発明は、このような撮像装置として実現できるだけでなく、撮像装置に含まれ
る特徴的な手段をステップとする撮像装置の制御方法として実現したり、そのような特徴
的なステップをコンピュータに実行させるプログラムとして実現したりすることもできる
。そして、そのようなプログラムは、ＣＤ－ＲＯＭ等の非一時的なコンピュータ読み取り
可能な記録媒体、及びインターネット等の伝送媒体を介して流通させることができるのは
言うまでもない。
【００４３】
　さらに、本発明は、このような撮像装置の機能の一部を実現する半導体集積回路（ＬＳ
Ｉ）として実現できる。
【発明の効果】
【００４４】
　以上より、本発明は、Ｆ－ＤＯＦにおいて、最遠端及び最近端における復元画質の劣化
を抑制できる撮像装置及びその制御方法を提供できる。
【図面の簡単な説明】
【００４５】
【図１】図１は、従来の撮像装置のブロック図である。
【図２】図２は、従来の撮像装置のブロック図である。
【図３】図３は、従来の撮像装置における変位パターンの一例を示す図である。
【図４】図４は、被写体距離と像面側距離との位置関係を示す図である。
【図５】図５は、被写体距離と像面側距離との関係の一例を示すグラフである。
【図６】図６は、従来の撮像装置による動画撮影時における変位パターンの一例を示す図
である。
【図７】図７は、一般的なレンズ構成で得られるスルーフォーカス特性を示す図である。
【図８】図８は、従来のＦ－ＤＯＦ変位で得られるスルーフォーカス特性を示す図である
。
【図９】図９は、本発明の実施の形態１に係る撮像装置のブロック図である。
【図１０】図１０は、本発明の実施の形態１に係る撮像装置のブロック図である。
【図１１】図１１は、本発明の実施の形態１に係る変位パターンの一例を示す図である。
【図１２】図１２は、本発明の実施の形態１に係る変位速度の一例を示す図である。
【図１３】図１３は、本発明の実施の形態１に係るスルーフォーカス特性を示す図である
。
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【図１４Ａ】図１４Ａは、本発明の実施の形態１に係る加速／減速時間と要求加速度との
関係を示す図である。
【図１４Ｂ】図１４Ｂは、本発明の実施の形態１に係る加速／減速時間と中心部における
変位速度との関係を示す図である。
【図１５Ａ】図１５Ａは、本発明の実施の形態１に係る、合焦範囲の端部における復元処
理後のＭＴＦを示す図である。
【図１５Ｂ】図１５Ｂは、本発明の実施の形態１に係る、合焦範囲の端部における復元処
理後のＭＴＦを示す図である。
【図１５Ｃ】図１５Ｃは、本発明の実施の形態１に係る、合焦範囲の端部における復元処
理後のＭＴＦを示す図である。
【図１５Ｄ】図１５Ｄは、本発明の実施の形態１に係る、合焦範囲の端部における復元処
理後のＭＴＦを示す図である。
【図１６Ａ】図１６Ａは、本発明の実施の形態１に係る、合焦範囲の中心部における復元
処理前のＭＴＦを示す図である。
【図１６Ｂ】図１６Ｂは、本発明の実施の形態１に係る、合焦範囲の中心部における復元
処理前のＭＴＦを示す図である。
【図１６Ｃ】図１６Ｃは、本発明の実施の形態１に係る、合焦範囲の中心部における復元
処理前のＭＴＦを示す図である。
【図１６Ｄ】図１６Ｄは、本発明の実施の形態１に係る、合焦範囲の中心部における復元
処理前のＭＴＦを示す図である。
【図１７】図１７は、本発明の実施の形態１に係る、変位パターンの変形例を示す図であ
る。
【図１８】図１８は、本発明の実施の形態１に係る撮像装置による撮像動作のフローチャ
ートである。
【図１９】図１９は、本発明の実施の形態１に係る撮像装置の変形例のブロック図である
。
【図２０】図２０は、本発明の実施の形態２に係る撮像装置のブロック図である。
【図２１】図２１は、本発明の実施の形態２に係る撮像装置の変形例のブロック図である
。
【発明を実施するための形態】
【００４６】
　以下、本発明の各実施の形態について図面を参照しながら説明する。
【００４７】
　（実施の形態１）
　本発明の実施の形態１に係る撮像装置は、Ｆ－ＤＯＦ方式において、合焦範囲の端部で
像面側距離の変位速度を減速又は加速する。これにより、本発明の実施の形態１に係る撮
像装置は、合焦範囲の端部において、鋭角的に像面側距離を変位する必要がない。さらに
、本発明の実施の形態１に係る撮像装置は、合焦範囲の端部での画像鮮鋭度を、中間領域
の鮮鋭度に近づけることができる。このように、本発明の実施の形態１に係る撮像装置は
、Ｆ－ＤＯＦにおいて、最遠端及び最近端における復元画質の劣化を抑制できる。
【００４８】
　本発明の実施の形態１における撮像装置について、図９～図１９を参照しながら説明す
る。
【００４９】
　まず、本発明の実施の形態１に係る撮像装置の概略構成を説明する。
【００５０】
　図９は、本発明の実施の形態１に係る撮像装置１００の概略構成を示す図である。
【００５１】
　図９に示す撮像装置１００は、露光時間決定部８と、変位パターン決定部２１と、変位
制御部２２と、撮像素子１と、レンズ２とを備える。
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【００５２】
　レンズ２は、撮像素子１に対して結像及び集光を行う。
【００５３】
　変位制御部２２は、撮像素子１とレンズ２との相対距離（像面側距離ｖ）を変位させる
ことにより、撮像装置１００の被写体側の合焦位置（被写体距離ｕ）を変位させる。なお
、以下では、被写体側の合焦位置を単に合焦位置とも記す。
【００５４】
　露光時間決定部８は、撮像シーンに基づいて露光時間を決定する。
【００５５】
　図１０は、本発明の実施の形態１に係る撮像装置１００の詳細な構成を示す図である。
図１０に示すように、撮像装置１００は、撮像素子１と、レンズ２と、シャッター３と、
フォーカスレンズ変位制御部４Ａと、シャッター開閉指示部５と、レリーズ受付部６と、
フォーカスレンズ初期位置検出部７と、露光時間決定部８と、フォーカスレンズ変位パタ
ーン決定部９と、同期管理部１０Ａと、画像復元処理部１１と、ＰＳＦ記憶部１２と、撮
像データ記録部１３と、フォーカスレンズ位置初期化部１８とを備える。
【００５６】
　フォーカスレンズ変位制御部４Ａは、図９に示す変位制御部２２の具体例である。この
フォーカスレンズ変位制御部４Ａは、フォーカスレンズ２０の位置を移動させることによ
り合焦位置を変位させる。
【００５７】
　また、フォーカスレンズ変位パターン決定部９は、図９に示す変位パターン決定部２１
の具体例である。
【００５８】
　シャッター３は、撮像素子１への露光の開始及び終了を物理的に行う。シャッター開閉
指示部５は、シャッター３の開閉を指示する。
【００５９】
　シャッター３が開状態のとき、レンズ２により撮像素子１に被写体の光学像が結像され
ると、結像した光学像は、撮像素子１によって電気信号に変換される。なお通常、光学像
結像の際、所望の被写体に対して合焦させるため、レンズ２はフォーカスレンズ２０とそ
の他のレンズ群により構成される。なお、フォーカスレンズ２０は、複数枚のレンズで構
成されていてもよい。このフォーカスレンズ２０は、他のレンズ群に対する相対的な位置
を変位可能であり、当該相対的な位置を変位することにより合焦位置を変位させる。
【００６０】
　レリーズ受付部６はユーザから、露光開始指示（シャッターを切る指示）を受け付ける
。
【００６１】
　フォーカスレンズ初期位置検出部７は、レリーズ受付部６がユーザから露光開始指示を
受け付けると、フォーカスレンズ２０のそのときの位置（初期位置）を検出する。
【００６２】
　フォーカスレンズ位置初期化部１８は、フォーカスレンズ初期位置検出部７により初期
位置が検出された後、当該初期位置に基づき、フォーカスレンズ２０の位置を初期化する
。具体的には、フォーカスレンズ位置初期化部１８は、フォーカスレンズ２０の位置を所
定の端位置、例えば最近端又は最遠端へ変位させる。ここで所定の合焦範囲のうち撮像装
置１００を基準に最も撮像装置１００に近い距離を最近端とし、最も撮像装置１００より
遠い距離を最遠端とする。
【００６３】
　また、露光時間決定部８は、レリーズ受付部６がシャッターを切る指示を受け付けると
、ただちに撮像シーンに基づいて露光時間を決定する。さらに、フォーカスレンズ２０の
初期化作業と同時に、露光時間決定部８は、シャッター速度及び絞り値などの撮影パラメ
ータを決定する。
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【００６４】
　フォーカスレンズ変位パターン決定部９は、フォーカスレンズ位置初期化部１８にてフ
ォーカスレンズ位置の初期化終了後、露光時間決定部８で決定された露光時間の長さの露
光期間の間に、合焦位置が、予め定められた合焦範囲の一方端から他方端へ移動するよう
に、露光期間を含むフレーム期間における、変位制御部２２による、フォーカスレンズ２
０と撮像素子１との相対距離の変位パターン、つまり像面側距離ｖの変位パタ－ンを決定
する。例えば、フォーカスレンズ変位パターン決定部９は、図１１に示すような変位パタ
ーンを決定する。
【００６５】
　ここで、フレーム期間とは、動画撮影における１ビデオフレーム期間、又は、静止画連
続撮影時の連射要求速度に基づく１枚の静止画の撮影時間である。
【００６６】
　また、フォーカスレンズ変位パターン決定部９は、像面側距離ｖの変位パターン決定後
、この変位パターンに準じるフォーカスレンズ２０の変位パターンを決定し、同期管理部
１０Ａへその変位パターンを通知する。そして同期管理部１０Ａは、その変位パターンに
基づき、フォーカスレンズ変位制御部４Ａ及びシャッター開閉指示部５に対し、露光開始
及び終了時の同期管理を行う。
【００６７】
　具体的には、同期管理部１０Ａは、フォーカスレンズ変位パターン決定部９によりフォ
ーカスレンズ２０の変位パターンが決定され、かつ露光時間決定部８にて露光時間が決定
されたことを検知すると、すみやかに、露光開始の指示をフォーカスレンズ変位制御部４
Ａ及びシャッター開閉指示部５へ出す。
【００６８】
　シャッター開閉指示部５は、露光開始指示が出されるとすぐに、シャッター３が開くよ
う制御を行う。また露光時間経過後、同期管理部１０Ａは、フォーカスレンズ変位制御部
４Ａへフォーカスレンズ２０の変位終了を指示すると同時に、シャッター開閉指示部５へ
露光終了を指示する。シャッター開閉指示部５は露光終了指示が出されるとすぐに、シャ
ッター３が閉まるよう制御を行う。
【００６９】
　上記手順にて撮像素子１に被写体の光学像を結像すると、結像した光学像は、撮像素子
１によって電気信号である画像信号に変換され、変換された画像信号が画像復元処理部１
１へ移される。同時に同期管理部１０Ａより画像復元処理部１１へ、露光が終了したこと
とＦ－ＤＯＦによるフォーカス変位の撮影が行われたことが通知される。
【００７０】
　ＰＳＦ記憶部１２は、画像信号を復元するための復元用ＰＳＦ（Ｐｏｉｎｔ　Ｓｐｒｅ
ａｄ　Ｆｕｎｃｔｉｏｎ）を予め記憶している。
【００７１】
　画像復元処理部１１は画像信号を受領後、ＰＳＦ記憶部１２に記憶されている復元用Ｐ
ＳＦを読み込み、当該復元用ＰＳＦを用いて、画像信号に画像復元処理を行う。具体的に
は、ＰＳＦ記憶部１２は、予め測定された、又はシミュレーションで求められた、フォー
カス変位によるボケパターンを復元用ＰＳＦとして保持しておく。また画像復元の方法は
、Ｗｉｅｎｅｒ　Ｆｉｌｔｅｒ、Ｌｕｃｙ－Ｒｉｃｈａｒｄｓｏｎなどの様々な手法が知
られているが、どの手法を用いてもよい。
【００７２】
　撮像データ記録部１３は、復元された画像信号を撮像データとして記録する。
【００７３】
　以下、フォーカスレンズ変位パターン決定部９により決定される変位パターンについて
詳細に説明する。
【００７４】
　図１１は、本発明の実施の形態１に係る像面側距離ｖの変位パターンの一例を示す図で
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ある。また、図１２は、この場合の像面側距離ｖの変位速度を示す図である。
【００７５】
　図１１及び図１２に示すように、変位パターンにおいて、例えば動画撮影であれば、最
遠端から最近端へ変位するまでの時間は、１ビデオフレーム期間（１フレーム期間）の露
光時間と同一である。
【００７６】
　また、図１１及び図１２に示すように、１フレーム期間は、加速期間と、その後の等速
期間と、その後の減速期間とを含む。
【００７７】
　加速期間の間、像面側距離ｖの変位速度が速度ゼロから一定の加速度で増加する。また
、等速期間の間、像面側距離ｖが等速で変位する。そして、減速期間の間、像面側距離ｖ
の変位速度が、最近端で速度ゼロとなるよう一定の減速度で減少する。このように、フォ
ーカスレンズ変位パターン決定部９は、像面側距離ｖの変位パターンを制御するために、
フォーカスレンズ２０の変位パターンを制御する。
【００７８】
　もちろんこれを図５のような考え方に基づいて応用し、次のビデオフレームの露光期間
においては最近端から最遠端へ変位するよう制御してもよく、これを繰り返すことで動画
撮影を実現する。また静止画の連続撮影においても、ここに示した動画撮影時の手法を用
いてもよい。
【００７９】
　なお、ここで示した１ビデオフレームの露光期間内での変位パターンは一例であり、こ
れ以外の変位パターンであってもよい。例えば、変位パターンは、ここに示した片道変位
パターンだけではなく、１ビデオフレームの露光期間内に１往復半、又は２往復半など、
整数回往復後に片道変位させるようなパターンであっても同等の効果が得られる。
【００８０】
　また、上記説明では、加速期間の間、像面側距離ｖの変位速度が一定の加速度で増加す
るとしたが、この加速度は一定でなくてもよい。同様に、上記説明では、減速期間の間、
像面側距離ｖの変位速度が、一定の減速度で減少するとしたが、この減速度は一定でなく
てもよい。ただし、変位パターンの実現が容易なので、一定の加速度及び減速度を用いる
ことが好ましい。
【００８１】
　また、加速期間及び減速期間の各々の長さである加速／減速時間ｔは、１フレーム期間
の長さである１フレーム時間Ｔの１／１０以上、かつ、１／４以下であることが好ましい
。その理由を以下に述べる。
【００８２】
　上述したとおり、合焦範囲の全てにおいて等速変位を用いた場合、合焦範囲の端部での
復元処理画質がやや劣化する。一方、本発明の実施の形態１のような変位パターンを採用
することで、合焦範囲の端部の復元処理画質は改善する。図１３は、本発明の実施の形態
１に係る変位パターンを採用したときのスルーフォーカス特性を示す図である。図１３に
示すように、合焦範囲の端部における滞留時間が中心部と比べて増加することにより、合
焦範囲の端部の鮮鋭度は中心部よりも増加する。結果として所望の合焦範囲において均等
な鮮鋭度が得られることになる。
【００８３】
　図１４Ａは、像面側の変位距離を１００μｍとし、１フレーム時間Ｔを１／６０秒とし
たときの、加速／減速時間ｔと要求加速度ａとの関係を示すグラフである。図１４Ｂは、
同条件における、加速／減速時間ｔと、中心部の変位速度ｖとの関係を示すグラフである
。
【００８４】
　また、一般的に像面側変位距離Ｓｄ、１フレーム時間Ｔ、加速／減速時間ｔ、合焦範囲
の端部での要求加速度ａ、及び、中心部の変位速度ｖは、以下の関係が成り立つ。
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【００８５】
【数２】

【００８６】
【数３】

【００８７】
　図１４Ａ及び図１４Ｂでは、横軸に加速／減速時間ｔを設定している。また、図１４Ａ
では、縦軸に要求加速度ａを設定しており、図１４Ｂでは縦軸に中心部の変位速度ｖを設
定している。
【００８８】
　図１４Ａに示すように、加速／減速時間ｔを短くするほど、合焦範囲の端部で必要とな
る加速度ａ（減速度）が急激に上昇する。つまり、加速／減速時間ｔを短くすると、非常
に大きい加速度を用いる必要があるので、実現が困難である。
【００８９】
　また、図１４Ｂに示す加速／減速時間ｔを長くするほど、中心部での変位速度ｖは大き
くなる。つまり、加速／減速時間ｔを大きく取って端部における滞留時間を長くすること
で、端部の復元処理画質が向上するが、同時に、図１４Ｂに示すように中心部での変位速
度ｖが大きくなってしまう。これにより、中心部を含め全体の鮮鋭度は低下してしまうこ
とが予想できる。これは、変位したときの復元処理前のＭＴＦが低下することにより、ノ
イズ等の影響が大きくなることを意味している。
【００９０】
　図１５Ａ～図１５Ｄ及び図７Ａ～図１６Ｄは、具体的にこれらの現象を定量的に評価し
た実験データである。焦点距離を４．８ｍｍとし、Ｆ値を２．８とし、合焦位置を無限遠
とし、波長を５５０ｎｍとし、合焦範囲として、無限遠を中心に手前側被写体距離を０．
４８ｍまで変位させる実験を行った。この場合、像面側の変位はレンズの公式より、４．
７５ｍｍ～４．８５ｍｍとなる。
【００９１】
　図１５Ａ～図１５Ｄは、手前側の端部である０．４８ｍにおける、復元処理前のＭＴＦ
（単に変位させたときに得られる画像のＭＴＦ）と復元処理後のＭＴＦ（復元用ＰＳＦと
して無限遠に被写体を想定したときの変位時に得られるＰＳＦを採用）とを示すグラフで
ある。また、図１５Ａはｔ＝０．０Ｔ（すなわち全て等速変位）の場合を示し、図１５Ｂ
はｔ＝０．１Ｔの場合を示し、図１５Ｃはｔ＝０．２５Ｔの場合を示し、図１５Ｄはｔ＝
０．４Ｔの場合を示している。
【００９２】
　端部の復元処理後のＭＴＦに注目すると、図１５Ａに示す等速変位では、当該復元処理
後のＭＴＦはおよそ０．６近辺であるが、図１５Ｂに示すｔ＝０．１Ｔでは当該復元処理
後のＭＴＦは０．８弱であり、図１５Ｃに示すｔ＝０．２５Ｔ、及び図１５Ｄに示すｔ＝
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０．４Ｔでは当該復元処理後のＭＴＦは０．８強であることがわかる。またｔが０．２５
Ｔより大きくなっても、端部のＭＴＦは増加しないことがわかる。
【００９３】
　つまり、図１５Ａ～図１５Ｄにより、加速期間及び減速期間を設けることにより、端部
における鮮明度が改善されることがわかる。また、ある程度の時間までは、加速／減速時
間ｔを長くするほど、端部における鮮明度がより改善されるが、ある時間以上の加速／減
速時間ｔを長くしても、端部における鮮明度はあまり変化しない（改善効果が少なくなる
）ことがわかる。
【００９４】
　図１６Ａ～図１６Ｄは、無限遠位置（すなわちＥＤＯＦ中心部）における復元処理前の
ＭＴＦ特性を示している。例えばＭＴＦの値０．１のときの空間周波数に着目すると、図
１６Ａに示すｔ＝０．０Ｔ（すなわち等速変位）の場合、当該空間周波数は約１８０ｌｐ
ｍｍであり、図１６Ｂに示すｔ＝０．１Ｔの場合、当該空間周波数は約１６０ｌｐｍｍで
あり、図１６Ｃに示すｔ＝０．２５Ｔの場合、当該空間周波数は約１４５ｌｐｍｍであり
、図１６Ｄに示すｔ＝０．４Ｔの場合、当該空間周波数は約１３０ｌｐｍｍである。
【００９５】
　これは前述の予想のとおり、加速／減速時間ｔを大きくすることで端部における滞留時
間を大きくした場合、中心部での変位速度が大きくなることで、中心部のＭＴＦが相対的
に低下することを示している。このため、加速／減速時間ｔを大きくした場合、画像デー
タがノイズに埋もれやすくなり、画像復元処理において復元画質に支障をきたす可能性が
高くなってしまう。そこで本発明の実施の形態１では、この加速／減速時間ｔを１フレー
ム時間（露光時間）Ｔに対して０．１から０．２５に限定するものである。
【００９６】
　なお、少なくとも加速／減速時間ｔを１フレーム時間Ｔの１／１０以上とすることで、
最遠端及び最近端での復元画質を向上できる。さらに、加速／減速時間ｔを１フレーム時
間Ｔの１／４以下とすることで、中心部での復元画質の低下を抑制できる。
【００９７】
　また、加速期間の長さ、及び減速期間の長さは同じでもよいし、異なってもよい。言い
換えると、加速期間における加速度と、減速期間における減速度とは異なってもよい。
【００９８】
　また、上記では、１フレーム期間と露光期間とが同じ場合の例を説明したが、１フレー
ム期間に露光期間と非露光期間が含まれてもよい。つまり、これは、露光時間決定部８で
決定された１ビデオフレームの露光時間、又は静止画連続撮影時の１枚の露光時間が、ビ
デオフレームレート（１／３０又は１／６０）、又は連射要求速度に基づく１枚の静止画
の撮影時間よりも短い場合である。このような場合、図１１のような変位パターンにおい
ては、非露光時間中は変位速度ゼロとなった端部において変位せずとどまるよう制御する
ことが考えられる。
【００９９】
　また、図１７のように、合焦位置を、実際に要求される変位量（最遠端と最近端との距
離）よりも所定量多く変位させ、要求される変位量（最遠端と最近端の距離）の範囲内に
おいては、等速変位となるよう制御させることも考えられる。この場合前述のように速度
ゼロとなった端部で滞留するのではなく、加速／減速時間を非露光時間に含めるよう制御
することとなる。つまり、加速期間が、１フレーム期間に含まれる、露光期間の前に位置
する非露光期間に含まれ、減速期間が、１フレーム期間に含まれる、露光期間の後に位置
する非露光期間に含まれてもよい。こうすることで、所望の変位量（最遠端と最近端の距
離）の範囲内においては、等しいＥＤＯＦ復元処理画質を得ることが可能である。なお、
加速期間の一部が、非露光期間に含まれ、加速期間のそれ以外の部分が露光期間に含まれ
てもよい。同様に、減速期間の一部が非露光期間に含まれ、減速期間のそれ以外の部分が
露光期間に含まれてもよい。
【０１００】
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　以下、撮像装置１００による動作の流れを説明する。図１８は、撮像装置１００による
撮像動作のフローチャートである。
【０１０１】
　まず、露光時間決定部８は、撮像シーンに基づいて露光時間を決定する（Ｓ１０１）。
【０１０２】
　次に、フォーカスレンズ変位パターン決定部９は、ステップＳ１０１で決定された露光
時間の長さの露光期間の間に、合焦位置が、予め定められた合焦範囲の一方端から他方端
へ移動するように、露光期間を含むフレーム期間における、像面側距離の変位パターンを
決定する（Ｓ１０２）。
【０１０３】
　また、フォーカスレンズ変位パターン決定部９は、変位パターン決定後、この変位パタ
ーンに準じるフォーカスレンズ２０の変位パターンを決定し、同期管理部１０Ａへその変
位パターンを通知する。そして同期管理部１０Ａは、その変位パターンに基づき、フォー
カスレンズ変位制御部４Ａ及びシャッター開閉指示部５に対し、露光開始及び終了時の同
期管理を行う。これにより、フォーカスレンズ変位制御部４Ａは、ステップＳ１０２で決
定された変位パターンのように、１フレーム期間内において像面側距離を変位させる（Ｓ
１０３）。
【０１０４】
　以上より、本発明の実施の形態１に係る撮像装置１００は、このような制御を行うこと
で、Ｆ－ＤＯＦを採用したＥＤＯＦを用いた動画及び連続静止画撮影を実現することがで
きる。さらに、本発明の実施の形態１に係る撮像装置１００は、同時に合焦範囲の端部の
画質向上も実現できる。
【０１０５】
　なお、本発明に係る撮像装置１００は、図１０に示す全ての処理部を備えなくてもよい
。
【０１０６】
　図１９は、本実施の形態１に係る撮像装置１００の変形例である撮像装置１０１のブロ
ック図である。その構成と作用は、ほぼ図１０に準じる。この撮像装置１０１は、図１０
と比較して、露光により得られた画像を直接撮像データ記録部１３へ記録するのが特徴で
ある。これは、画像復元処理を撮像装置内ではなく、その後段の別の装置、例えばパーソ
ナルコンピュータ、画像ビューワ、又はネットワークサーバ等にて実現することを意図し
たものである。これにより、撮像装置１０１は、図１０に示す構成と比較して、撮像装置
としての演算量を抑えつつ、シャッタータイムラグの大幅な縮小を実現できる。
【０１０７】
　（実施の形態２）
　本発明の実施の形態２では、撮像素子１の位置を移動させることにより合焦位置を変位
する例について述べる。また、本発明の実施の形態２に係る撮像装置２００の概略構成は
、図９と同様である。
【０１０８】
　本発明の実施の形態２における撮像装置について、図２０及び図２１を参照しながら説
明する。
【０１０９】
　図２０は、本発明の実施の形態２に係る撮像装置２００のブロック図である。この撮像
装置２００は、図１０に示す撮像装置１００の構成に対して、フォーカスレンズ初期位置
検出部７、フォーカスレンズ位置初期化部１８、フォーカスレンズ変位パターン決定部９
、同期管理部１０Ａ及びフォーカスレンズ変位制御部４Ａの代わりに、撮像素子初期位置
検出部１４、撮像素子位置初期化部１９、撮像素子変位パターン決定部１５、同期管理部
１６Ａ及び撮像素子変位制御部１７Ａを備える。なお、図１０と同様の要素には同一の符
号を付しており、以下では相違点を主に説明する。
【０１１０】
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　また、図２０にはレンズ２を記載していないが、撮像装置２００はレンズ２を備えても
よい。
【０１１１】
　本発明の実施の形態２に係る撮像装置１００では、例えば、レンズ２は固定されており
、撮像素子１は、レンズ２に対する相対的な位置を変位可能である。
【０１１２】
　撮像素子変位制御部１７Ａは、図９に示す変位制御部２２の具体例である。この撮像素
子変位制御部１７Ａは、撮像素子１の位置を移動させることにより合焦位置を変位する。
【０１１３】
　撮像素子変位パターン決定部１５は、図９に示す変位パターン決定部２１の具体例であ
る。
【０１１４】
　レリーズ受付部６がユーザから露光開始指示を受け付けると、撮像素子初期位置検出部
１４は、撮像素子１のそのときの位置（初期位置）を検出する。
【０１１５】
　撮像素子位置初期化部１９は、撮像素子初期位置検出部１４により初期位置が検出され
た後、当該初期位置に基づき、撮像素子１の位置を初期化する。具体的には、撮像素子位
置初期化部１９は、撮像素子１の位置を所定の端位置、例えば最近端又は最遠端へ変位さ
せる。
【０１１６】
　また、露光時間決定部８は、レリーズ受付部６がシャッターを切る指示を受け付けると
、ただちに撮像シーンに基づいて露光時間を決定する。さらに、撮像素子１の初期化作業
と同時に、露光時間決定部８は、シャッター速度及び絞り値などの撮影パラメータを決定
する。
【０１１７】
　一方、撮像素子変位パターン決定部１５は、撮像素子位置初期化部１９にて撮像素子位
置の初期化終了後、露光時間決定部８にて決定された露光時間の情報を用いて、例えば、
図１１に示すような合焦位置の変位パターンを決定する。そして、撮像素子変位パターン
決定部１５は、この合焦位置の変位パターンに準じる撮像素子の変位パターンを決定し、
同期管理部１６Ａへその変位パターンを通知する。なお撮像素子１を変位させる場合、図
４から明らかなように、レンズ位置を変位させなければ、合焦位置の変位パターンは撮像
素子自身の変位パターンそのものとなる。同期管理部１６Ａは、その変位パターンに基づ
き、撮像素子変位制御部１７Ａ及びシャッター開閉指示部５に対し、露光開始及び終了時
の同期管理を行う。
【０１１８】
　具体的には、同期管理部１６Ａは、露光開始の指示を、撮像素子変位制御部１７Ａ及び
シャッター開閉指示部５へ出す。シャッター開閉指示部５は露光開始指示が出されるとす
ぐに、シャッター３が開くよう制御を行う。また所定の露光時間経過後、同期管理部１６
Ａは、シャッター開閉指示部５へ露光終了を指示する。
【０１１９】
　シャッター開閉指示部５は露光終了指示が出されるとすぐに、シャッター３が閉まるよ
う制御を行う。
【０１２０】
　上記手順にて撮像素子１に被写体の光学像を結像すると、結像した光学像は、撮像素子
１によって電気信号である画像信号に変換され、変換された画像信号が画像復元処理部１
１へ移される。同時に同期管理部１６Ａは、画像復元処理部１１へ、露光が終了したこと
とＦ－ＤＯＦによる撮像素子変位の撮影が行われたこととを通知する。これ以外の構成は
、図１０のフォーカスレンズ変位の場合に準じる。
【０１２１】
　なお、撮像素子の変位パターンについては、実施の形態１に示した図１１のパターンに
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準じる。実施の形態１と比較して、撮像素子１そのものが変位する構成が実施の形態２の
差異であり、変位パターンについては共通である。加速／減速時間ｔを１フレーム時間Ｔ
に対して０．１から０．２５に限定するのも、実施の形態１と同様である。
【０１２２】
　以上のより、本発明の実施の形態２に係る撮像装置２００は、このような制御を行うこ
とで、実施の形態１と同様に、Ｆ－ＤＯＦを採用したＥＤＯＦを用いた動画及び連続静止
画撮影を実現することができる。さらに、本発明の実施の形態２に係る撮像装置２００は
、同時に合焦範囲の端部の画質向上も実現できる。
【０１２３】
　なお、本発明に係る撮像装置２００は、図２０に示す全ての処理部を備えなくてもよい
。
【０１２４】
　図２１は、本発明の実施の形態２に係る撮像装置２００の変形例である撮像装置２０１
のブロック図である。その構成と作用は、ほぼ図２０に準じる。この撮像装置２０１は、
図２０と比較して、露光により得られた画像を直接撮像データ記録部１３へ記録するのが
特徴である。これは、画像復元処理を撮像装置内ではなく、その後段の別の装置、例えば
パーソナルコンピュータ、画像ビューワ、又はネットワークサーバ等にて実現することを
意図したものである。これにより、撮像装置２０１は、図２０に示す構成と比較して、撮
像装置としての演算量を抑えつつ、シャッタータイムラグの大幅な縮小を実現できる。
【０１２５】
　以上、本発明の実施の形態に係る撮像装置について説明したが、本発明は、この実施の
形態に限定されるものではない。
【０１２６】
　また、上記実施の形態に係る撮像装置に含まれる複数の処理部のうち少なくとも一部は
集積回路であるＬＳＩとして実現される。これらは個別に１チップ化されてもよいし、一
部又は全てを含むように１チップ化されてもよい。
【０１２７】
　また、集積回路化はＬＳＩに限るものではなく、専用回路又は汎用プロセッサで実現し
てもよい。ＬＳＩ製造後にプログラムすることが可能なＦＰＧＡ（Ｆｉｅｌｄ　Ｐｒｏｇ
ｒａｍｍａｂｌｅ　Ｇａｔｅ　Ａｒｒａｙ）、又はＬＳＩ内部の回路セルの接続や設定を
再構成可能なリコンフィギュラブル・プロセッサを利用してもよい。
【０１２８】
　また、本発明の実施の形態に係る撮像装置の機能の一部を、ＣＰＵ等のプロセッサがプ
ログラムを実行することにより実現してもよい。
【０１２９】
　さらに、本発明は上記プログラムであってもよいし、上記プログラムが記録された非一
時的なコンピュータ読み取り可能な記録媒体であってもよい。また、上記プログラムは、
インターネット等の伝送媒体を介して流通させることができるのは言うまでもない。
【０１３０】
　また、上記実施の形態に係る、撮像装置、及びその変形例の機能のうち少なくとも一部
を組み合わせてもよい。
【０１３１】
　また、上記で用いた数字は、全て本発明を具体的に説明するために例示するものであり
、本発明は例示された数字に制限されない。
【０１３２】
　更に、本発明の主旨を逸脱しない限り、本実施の形態に対して当業者が思いつく範囲内
の変更を施した各種変形例も本発明に含まれる。
【産業上の利用可能性】
【０１３３】
　本発明は、撮像装置及びその制御方法に適用でき、特に、Ｆ－ＤＯＦ方式を用いた動画
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撮影及び連続静止画撮影に適用できる。また、本発明は、例えば民生用及び業務用撮像装
置（デジタルスチルカメラ）などの分野において有用である。
【符号の説明】
【０１３４】
　１　　撮像素子
　２　　レンズ
　３　　シャッター
　４、４Ａ　　フォーカスレンズ変位制御部
　５　　シャッター開閉指示部
　６　　レリーズ受付部
　７　　フォーカスレンズ初期位置検出部
　８　　露光時間決定部
　９　　フォーカスレンズ変位パターン決定部
　１０、１０Ａ　　同期管理部
　１１　　画像復元処理部
　１２　　ＰＳＦ記憶部
　１３　　撮像データ記録部
　１４　　撮像素子初期位置検出部
　１５　　撮像素子変位パターン決定部
　１６、１６Ａ　　同期管理部
　１７、１７Ａ　　撮像素子変位制御部
　１８　　フォーカスレンズ位置初期化部
　１９　　撮像素子位置初期化部
　２０　　フォーカスレンズ
　２１　　変位パターン決定部
　２２　　変位制御部
　１００、１０１、２００、２０１、５００、５０１　　撮像装置
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